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1 

１ 練馬区人口ビジョンの位置づけ 

  練馬区人口ビジョン（以下「人口ビジョン」という。）は、練馬区における人口動態と将来

人口の推計、土地利用、産業等の現状を分析するとともに、定住意向等に関する区民の意識を

把握したうえで、今後の人口の将来展望を示すものです。「まち・ひと・しごと創生法」に基

づく練馬区版総合戦略として策定した「みどりの風吹くまちビジョン」（平成27年３月）の白

書編においても同様の分析と将来展望を示していますが、策定後の動向を踏まえ、改めて人口

推計等を整理し直したものが、この人口ビジョンです。 
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２ 人口の現状分析 

 ⑴ 年齢別人口 

   区の平成27年１月１日現在の総人口は、714,656人です。特別区では２番目、全国でも

有数の大都市です。 

   人口構成の特徴として、団塊の世代と団塊２世の年齢の２つの大きな膨らみがある｢ひょう

たん形｣をなしており、わが国の人口ピラミッドの形によく似ています。 

   また、30～49歳の子育て世代の層が相当厚く、14歳以下の年少人口の割合も12.4％と、

都（11.7％）や区部平均（11.3％）より高くなっています。 

   65歳以上の高齢者は総人口比21.3％となっており、高齢者比率は確実に高まっています。 

 

図表１ 人口ピラミッド（平成27年1月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 （出典）住民基本台帳（外国人を含む）   
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 ⑵ 人口の推移 

平成18年から平成27年までの人口推移を見ると、総人口は一貫して増加しています。 

   年齢別では、年少人口（０～14歳）は平成21年をピークに、生産年齢人口（15～64歳）

は平成22年をピークに、やや減少傾向にあります。一方、高齢者人口（65歳以上）は、平

成18年以降の９年間で約３.１万人と、急速に増加しています。 

   総人口に占める割合については、年少人口と生産年齢人口は微減であるのに対し、高齢者

人口は急速に増加しています。 

 
 

図表２ 総人口、年齢３区分別人口構成の推移（上図：人口、下図：割合） 
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 ⑶ 地域別の状況 

   練馬区を４つの地域に分けて、それぞれの地域の人口について分析します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 地域間の比較 

    地域ごとの総人口・年齢３区分比率を比較したものが、図表３です。年齢３区分比率で

見ると、生産年齢人口比率は練馬地域が、年少人口比率・高齢者人口比率は大泉地域が高

いことが分かります。 
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図表３ 地域別の人口および年齢３区分比率（平成27年１月１日現在） 
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    各地域の人口における年齢構成比率を比較したものが、図表４です。練馬地域では、 

   25～39歳の構成比率が他の地域に比べ高くなっており、生産年齢人口比率を高める要因

となっています。一方、大泉地域は5～14歳、70～79歳の比率が高く、25～34歳の比

率が低くなっており、年少人口比率・高齢者人口比率を高める要因となっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    各地域における現住所の居住年数別の割合（平成22年）を比較したものが、図表５です。

各地域とも、居住年数「20年以上」の割合が25％を超えており、長年練馬区に居住して

いる住民の多いことが分かります。居住年数「１年以上５年未満」の割合を見ると、練馬

地域が最も高くなっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表４ 地域別の年齢構成比率の比較（平成27年１月１日現在） 
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  ② 練馬地域 

    練馬地域の総人口は、一貫して増加しています。特徴としては、区全体の傾向に比べ、

生産年齢人口比率が高い点にあります。他の地域の人口ピラミッドと比較してみても、25

～39歳の人口が多くなっています。年少人口は、比率で見ると10％台と他の地域に比べ

低いですが、平成20年以降は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６ 練馬地域の人口ピラミッド（平成27年１月１日現在） 
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図表７ 練馬地域の人口の推移 
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  ③ 石神井地域 

    石神井地域の総人口も、一貫して増加しています。年齢別の人口推移で見ると、高齢者

人口が平成18～27年の間で約9千人増加しています。年少人口は減少を続けてきましたが、

平成27年に、わずかではありますが増加に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８ 石神井地域の人口ピラミッド（平成27年1月1日現在） 
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 ④ 大泉地域 

    大泉地域の総人口は平成24年を頂点に、直近の３年は減少傾向にあります。高齢者人口

は急速に増加しており、高齢者人口の割合も４地域で最も高く（23.7%）なっています。

一方で、生産年齢人口が急速に減少しており、平成23～27年の間で約2,000人減少して

います。これが、年少人口比率・高齢者人口比率を高める要因となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表10 大泉地域の人口ピラミッド（平成27年1月1日現在） 
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  ⑤ 光が丘地域 

    光が丘地域の総人口は、平成21年をピークに減少していましたが、平成25年から増加に 

転じています。高齢者人口は平成18～27年で約１万人増加し、高齢者人口比率も16.7%

から21.3%と、高齢化が急速に進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表12 光が丘地域の人口ピラミッド（平成27年1月1日現在） 
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図表13 光が丘地域の人口推移 

（出典）住民基本台帳（日本人のみ）    
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 ⑷ 人口動態 

  ① 未婚率の推移 

    平成12年から平成22年までの10年間における区の未婚率の推移について見ると、男性、

女性とも20～29歳で低下する一方、35～64歳では上昇しています。このことから、子

育て世代の婚姻率が低下していることがわかります。 

    なお、区の未婚率を東京都や全国（平成22年）と比べると、男性はほぼ全年齢にわたっ

て、東京都と全国との間に位置しています。女性はほぼ全年齢にわたって東京都と同程度

となっており、25歳以上では全国より５ポイント前後高くなっています。 

 

図表14 未婚率の推移 
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  ② 合計特殊出生率の推移 

    区の合計特殊出生率（一人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを表す数値）は、平成

26年では1.22となっています。平成17年までは減少傾向でしたが、平成18年以降は上

昇傾向へ転じています。東京都や全国と比べると、都の水準よりも若干高いものの、全国

より0.2～0.3ポイント下回っています。 

    合計特殊出生率の算出の基となる母親の年齢階級（5歳階級）別出生数について、区にお

ける構成比の推移を詳しく見ると、30歳未満の割合が低下する一方で、30歳以上の割合

が上昇しています。なお、35歳以上の割合は、現在の人口構成から見ると、ピークを迎え

つつあるものと考えられます。 

 
図表15 合計特殊出生率の推移（全国・東京都・練馬区） 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図表16 母親の年齢階級別出生数に関する構成比の推移（練馬区） 
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  ③ 自然動態の推移（出生・死亡） 

    自然動態（出生・死亡）の推移について見ると、出生数は平成元年以降ほぼ横ばい、一

方で、死亡数は増加の一途をたどっており、自然増数は大きく低下しています。今後、高

齢者の死亡数が増加することは避けられないことから、出生数が増えない限り、自然減と

なる時期が近い将来に到来するものと予想されます。 

 
図表17 自然動態の推移（出生・死亡） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ④ 社会動態の推移（転入・転出） 

    社会動態（転入・転出）の推移について見ると、平成５年頃と平成22年に転出数が転入

数を上回る転出超過はあるものの、全体としては転入数が転出数を上回る転入超過が続い

ています。平成23年から平成26年までの直近5年間については、当初の３年間は1,400

人前後の横ばいで推移していますが、平成25年以降、転入超過の傾向が顕著になっていま

す。 
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図表 18 社会動態の推移（転入・転出） 
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    社会動態について、年齢階層別の転入超過・転出超過（平成24～26年）を見ると、10 

   ～29歳は転入超過、特に20～29歳は毎年3,000人前後の転入超過となっています。一方、

30歳以上は転出超過、特に60歳以上は毎年500人超の転出超過となっています。 

    練馬区と東京近郊、地方間の人口移動（平成24～26年）について見ると、北海道・東

北、中部、近畿、中国・四国・九州といった地方からは毎年、大幅な転入超過となってい

ます。特に、中部、近畿は転入超過数が増加しており、平成26年は1,000人を超えていま

す。 

    一方、埼玉県、東京都（練馬区を除く。）へは大幅な転出超過となっています。特に、

埼玉県への転出超過数が目立って増加しています。 
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図表 20 練馬区と東京近郊、地方間の人口移動 

図表 19 年齢階層別の転入超過・転出超過（全国） 

（出典）地域経済分析システム「RESAS」   
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    社会動態について、練馬区と近隣区市間の人口移動（平成24～26年）を詳しく見ると、 

新宿区、中野区、杉並区、江戸川区からは転入超過となる一方、板橋区、清瀬市、東久留

米市、西東京市、新座市へは転出超過となっています。 
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図表 21 練馬区と近隣区市間の人口移動 

（出典）地域経済分析システム「RESAS」   
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 ⑸ 就業状況と経済・産業 

  ① 労働力率の推移 

    区の労働力率（生産年齢人口に対する労働力人口の割合）の推移について見ると、女性

は30～39歳が上昇しており、一般的に言われるＭ字型曲線のＭ字の底の部分が上昇して

います。 

    また、区の労働力率を東京都や全国（平成22年）と比べると、男性の30～39歳、女性

の30～59歳は、全国より５～10ポイント、東京都より数ポイント低くなっています。 

    さらに、区の労働力率（平成22年）を配偶関係別に分析すると、男性については、すべ

ての年齢区分で未婚が有配偶より低いのに対し、女性については、20歳未満と65歳以上

を除くすべての年齢区分で有配偶が未婚より低くなっています。 
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練馬区の配偶関係による労働力率の比較（平成22年）
男性 女性

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

平成22年（未婚）

平成22年（有配偶）

平成22年（総）
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

平成22年（未婚）

平成22年（有配偶）

平成22年（総）

図表22 労働力率の推移 
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  ② 産業別就業者数 

    産業大分類別、男女別に就業者数を見ると、男性は卸売業・小売業、情報通信業、製造

業、建設業、サービス業（他に分類されないもの）、学術研究・専門・技術サービス業、

運輸業・郵便業、女性は医療・福祉、卸売業・小売業、教育・学習支援業、宿泊業・飲食

サービス業への就業者数が多くなっています。 

    就業者比率について全国との差がわかる特化係数（※）にして分析すると、男性、女性と

も、情報通信業が2.5を超えています。また、金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、学

術研究・専門・技術サービス業も1.5を超えて高くなっています。 

 

図表23 産業大分類別、男女別就業者数 
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                練馬区の製造業の就業者    全国の製造業の就業者 

                 練馬区の全就業者       全国の全就業者 

  

製造業の特化係数 ＝ ／ 
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泊
業
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飲
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サ
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関
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サ
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業
、
娯
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業
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育
、
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習
支
援
業

医
療
、
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
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い
も
の
）

公
務
（
他
に
分
類
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

分
類
不
能
の
産
業

男 女

特化係数（男） 特化係数（女）

（出典）国勢調査（平成 22 年）   

人 特化係数
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  ③ 産業別、年齢階層別就業者割合 

    産業大分類別、年齢階層別に就業者数を見ると、年齢が若い人（15～39歳）の割合が

高いのは、情報通信業、宿泊業・飲食サービス業で５割強となっています。40～59歳の

割合が高いのは、金融業・保険業で５割強、建設業、製造業、運輸業・郵便業、学術研

究・専門・技術サービス業、教育・学習支援業、医療・福祉で４割強となっています。農

業・林業の就業者数は少ないものの、60歳以上が５割強と、高齢化が見られます。 

 

図表24 産業大分類別、年齢階層別就業者数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農業、林業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（出典）国勢調査（平成 22 年。主な産業のみ掲載）   



 

18 

  ④ 区税収入の推移 

    区の特別区税収入は、平成20年度には641億円余りありましたが、平成21～23年度の

３か年度についてはリーマンショックとその後の景気悪化による影響を受け、600億円を

割り込む水準まで減少しました。その後、平成24～26年度にかけては増加に転じていま

す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

（出典）「練馬区勢概要」   

　　合　　計

641億2,661万円

632億2,989万円

599億4,032万円

595億8,071万円

604億4,275万円

616億0,977万円

629億8,560万円

606

599

565

557

566

574

589

35

34

34

39

38

42

41

0 100 200 300 400 500 600 700

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

（億円）

特別区民税収入額 その他の特別区税収入額

図表 25 区税収入の推移 
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３ 練馬区の住みやすさ、定住意向等に関する区民意識 

 ⑴ 練馬区の住みごこち、定住意向 

   区では、区民意識意向調査を毎年実施しています。この調査では、「居住性の評価」とし

て、「練馬区の住みごこち」と「練馬区での定住意向」を毎年の調査項目としているほか、

平成26年の調査では、「練馬区が住みよいと感じるところ」と「練馬区が住みにくいと感じ

るところ」についても質問しています。 

 
  ① 練馬区の住みごこち 

    平成26年度の調査では、「練馬区の住みごこち」について、『住みよい』は９割強に対

し、『住みよくない』は５％強となっています。男女年齢別では、20～39歳の女性のう

ち95.6％が『住みよい』と回答しています。また、居住地域別では、光が丘地域での『住

みよい』が94.4％と、他に比べて高くなっています。 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

      『住みよい』＝「住みよい」＋「まあ住みよい」 

      『住みよくない』＝「あまり住みよくない」＋「住みにくい」 

 

  

住みよい まあ
住みよい

あまり住みよ
くない

住みにくい 無回答 回答者数

           凡例 (%)

全体 980人 91.9 5.1

20～39歳 78人 92.3 5.1

40～64歳 188人 92.0 3.7

65歳以上 126人 90.5 5.6

20～39歳 136人 95.6 3.7

40～64歳 267人 92.5 5.9

65歳以上 157人 89.8 5.7

練馬 218人 90.9 5.5

石神井 267人 90.6 6.7

大泉 187人 91.4 7.0

光が丘 288人 94.4 2.0

居
住
地
域
別

『
住

み

よ

く

な

い

』

男
性

女
性

『
住

み

よ

い

』

34.7 

35.9 

32.4 

34.9 

41.2 

33.3 

32.5 

34.9 

33.7 

29.9 

38.5 

57.2 

56.4 

59.6 

55.6 

54.4 

59.2 

57.3 

56.0 

56.9 

61.5 

55.9 

4.4 

5.1 

3.7 

5.6 

2.2 

5.2 

3.8 

4.6 

6.0 

5.9 

1.7 

0.7 

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.7 

1.9 

0.9 

0.7 

1.1 

0.3 

3.0 

2.6 

4.3 

4.0 

0.7 

1.5 

4.5 

3.7 

2.6 

1.6 

3.5 

図表 26 練馬区の住みごこち 

（出典）「平成 26 年度（2014 年度）区民意識意向調査報告書」」   
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図表 27 練馬区が住みよいと感じるところ 

  ② 練馬区が住みよいと感じるところ 

    「練馬区が住みよいと感じるところ」については、どの年代も『みどりが豊かで環境が

よい』、『交通の便がよい』、『買い物がしやすい』、『治安が比較的よい』を上位に挙

げています。一方、『働く場所がある』を挙げた人は、わずかな値にとどまっています。 

    なお、『交通の便がよい』は、練馬地域では７割弱と高い一方、大泉地域では３割強に

とどまっています。 

 
 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

みどりが豊かで環境がよい

交通の便がよい

買い物がしやすい

治安が比較的よい

防災の面で比較的安心である

近隣の交流があり地域住民の関係がよい

健康や医療に関する施設やサービスが充実している

子育てがしやすい環境が整っている

アパート・マンションや住宅が選びやすい

生涯学習やスポーツの環境が整っている

働く場所がある

福祉施設や福祉サービスが充実している

教育・文化の水準が高い

その他以降は省略、（　）内は回答者数（人）

55.0

48.0

43.7

40.1

16.7

12.4

12.3

12.3

5.2

5.0

4.6

4.6

2.4

49.5

52.8

46.3

47.7

9.3

3.7

8.9

15.4

11.7

3.7

3.7

1.9

2.3

59.9

50.4

41.9

38.4

15.4

9.4

12.3

17.3

4.8

4.8

5.7

4.2

3.5

52.8

41.2

44.4

38.7

25.7

23.6

15.1

1.4

1.1

6.3

2.8

6.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体（980）

20～39歳（214）

40～64歳（456）

65歳以上（284）

（出典）「平成 26 年度（2014 年度）区民意識意向調査報告書」」   

（出典）「平成 26 年度（2014 年度）区民意識意向調査報告書」」   

図表 28 交通の利便性に関する意識（定住地域別） 

020406080

居住地不明(20)

光が丘(288)

大泉(187)

石神井(267)

練馬(218)

交通の便が良い (％)練馬区が住みよい理由を「交通の便が

良い」からと考える区民の割合 (％)

0 20 40 60 80

居住地不明

光が丘(288)

大泉(187)

石神井(267)

練馬(218)

交通の便が悪い (％練馬区が住みにくい理由を「交通の便が

悪い」からと考える区民の割合 (％)

n＝980
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  ③ 練馬区が住みにくいと感じるところ 

    「練馬区が住みにくいと感じるところ」について聞いたところ、どの年代でも『健康や医

療に関する施設やサービスが不足している』、『交通の便が悪い』、『近隣と疎遠で地域住

民の関係が希薄である』を上位に挙げています。このほかでは、20～39歳では『働く場所

があまりない』、65歳以上では『防災の面で不安がある』を上位に挙げています。 

    なお、『交通の便が悪い』は、大泉地域で４割弱、石神井地域で２割強と高い一方、練馬 

地域では１割弱にとどまっています（図表28参照）。 

 
 

 
 

     （出典）「平成26年度（2014年度）区民意識意向調査報告書」 

  

健康や医療に関する施設やサービスが不足している

交通の便が悪い

近隣と疎遠で地域住民の関係が希薄である

防災の面で不安がある

働く場所があまりない

福祉施設や福祉サービスが不足している

買い物が不便である

生涯学習やスポーツの環境が整っていない

治安があまりよくない

子育てがしやすい環境が整っていない

教育・文化の水準が低い

アパート・マンションや住宅が選びにくい

みどりが少なく環境が悪い

その他以降は省略、（　）内は回答者数（人）

21.1

20.7

16.8

16.1

15.5

13.7

13.6

12.4

9.8

8.6

8.6

6.9

3.1

15.4

20.1

14.5

13.6

16.8

7.0

13.1

8.9

11.2

15.0

7.5

10.3

2.3

22.8

22.1

16.2

14.5

14.9

14.3

14.0

14.7

11.6

9.0

9.9

7.5

3.1

22.5

19.0

20.4

19.4

15.5

19.0

13.4

11.6

5.6

3.9

7.4

4.2

3.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

全体（980）

20～39歳（214）

40～64歳（456）

65歳以上（284）

図表 29 練馬区が住みにくいと感じるところ 
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  ④ 練馬区での定住意向 

    「練馬区での定住意向」について聞いたところ、『住み続けたい』は７割強となってい

ます。その中で、『ずっと住み続けたい』は男女とも年齢が上がるにつれ、高い割合とな

っています。居住地域別には、練馬地域、大泉地域では、『住み続けたい』が75％と、ほ

かの地域に比べてやや高くなっています。 

 
図表30 練馬区での定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

     『住み続けたい』＝「ずっと住み続けたい」＋「当分は住み続けたい」 

     『よそへ移りたい』＝「できればよそへ移りたい」＋「よそへ移りたい」 

 
  

ずっと
住み

続けたい

当分は
住み

続けたい

できれば
よそへ

移りたい

よそへ
移りたい

特に
考えて
いない

無回答 回答者数

凡例 (%)

全体 980人 73.4 5.9

20～39歳 78人 69.2 10.2

40～64歳 188人 77.7 6.4

65歳以上 126人 77.0 3.2

20～39歳 136人 68.4 8.8

40～64歳 267人 71.9 4.1

65歳以上 157人 75.8 6.4

練馬 218人 75.2 3.3

石神井 267人 70.8 6.7

大泉 187人 75.4 5.8

光が丘 288人 73.6 7.3
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36.2 

25.6 

33.0 

55.6 

23.5 

30.0 

51.0 

34.4 

35.2 

38.0 

36.8 

37.2 

43.6 

44.7 

21.4 

44.9 

41.9 

24.8 

40.8 

35.6 

37.4 

36.8 

4.7 

6.4 

5.9 

3.2 

6.6 

3.4 
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5.2 

5.3 

5.6 

1.2 

3.8 

0.5 

0.0 

2.2 

0.7 

1.3 

0.5 

1.5 

0.5 

1.7 

19.4 

19.2 

14.4 

17.5 

22.8 

23.6 

16.6 

19.7 

21.3 

17.6 

18.4 

1.2 

1.3 

1.6 

2.4 

0.0 

0.4 

1.3 

1.8 

1.1 

1.1 

0.7 

（出典）「平成 26 年度（2014 年度）区民意識意向調査報告書」」   
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 ⑵ 保護者が有効と考える子育て支援や対策 

   区では、平成25年度に子ども・子育て支援事業計画等の策定に係るニーズ調査を実施して

います。この調査では、就学前児童（０歳から６歳まで）と小学生の保護者について、子育

て支援・対策に対する意向等を把握しています。 

   子育てを「楽しいと感じることとつらいと感じることが同じくらい」「つらいと感じるこ

との方が多い」と回答した保護者について、子育てをする中でどのような支援・対策が有効

と感じているかを聞きました。 

   就学前児童調査では、『保育サービスの充実』が60.7％と最も高く、次いで『仕事と家庭

生活の両立』が45.9％、『地域における子育て支援の充実』が43.0％となっています。 

   小学生調査では、『仕事と家庭生活の両立』が41.3％と最も高く、次いで『子どもの教育

環境』が35.1％、『子育てしやすい住居・まちの環境面での充実』が32.9％となっていま

す。 

 

 

（子育てを「楽しいと感じることとつらいと感じることが同じくらい」｢つらいと感じることの方が多い｣と答えた保護者の回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表31 子育てをする中でどのような支援・対策が有効か 

（出典）「練馬区子ども・子育て支援事業計画等の策定に係るニーズ調査報告書」（平成 26 年１月）   

43.0 

60.7 

25.0 

30.5 

20.5 

21.3 

28.5 

41.6 

45.9 

26.4 

24.0 

12.1 

1.6 

26.4 

20.1 

12.1 

24.4 

6.6 

4.6 

35.1 

32.9 

41.3 

26.3 

20.9 

11.3 

4.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

地域における子育て支援の充実

保育サービスの充実

子育て支援のネットワークづくり

地域における子どもの活動拠点の充実

妊娠・出産に対する支援

母親・乳児の健康に対する安心

子どもの教育環境

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

仕事と家庭生活の両立

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

養育支援の充実

その他

無回答

就学前児童（N=488）

小学生 （N=647）

％
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 ⑶ 今後力を入れてほしい高齢者施策 

   区では、平成25年度に練馬区高齢者基礎調査を実施しています。この調査では、一般高齢

者と要介護・要支援認定者、これから高齢期を迎える人について、生活状況、介護予防、社

会参加、介護サービスの利用状況・利用意向等を把握しています。 

   そのうち、今後力を入れてほしい高齢者施策については、どの調査対象者区分においても、

上位２位までに『特別養護老人ホームなどの介護施設の整備』を挙げているほか、一般高齢

者では『要介護状態にならないようにする介護予防・認知症予防の充実』、要介護・要支援

認定者では『介護している家族への支援』、これから高齢期を迎える人では『生きがいづく

り・社会参加への支援』などを上位に挙げています。 
 

図表32 今後力を入れてほしい高齢者施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

要介護状態にならないようにする介護予防・認知症予防の充実

特別養護老人ホームなどの介護施設の整備

健康管理・健康づくりへの支援

地域医療の充実

生きがいづくり・社会参加への支援

寝たきり・要介護の高齢者に対するサービスの充実

高齢者が住みやすい住宅への支援

定期的な安否確認のための見守り

認知症高齢者の支援

就労支援

防犯・防災対策

地域におけるボランティア活動・組織の支援

公共的建物や道路、公園などのバリアフリー化

介護している家族への支援
（※質問は要支援・要介護認定者のみ）

その他以降は省略、（　）内は回答者数（人）
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４ 将来人口の推計と分析 

 ⑴ 「みどりの風吹くまちビジョン」策定後の人口動向を反映した推計  

   「みどりの風吹くまちビジョン」の策定にあたっては、平成27年１月１日時点の住民基本

台帳人口をベースに、過去５年間の住民基本台帳人口の増加率を使って将来人口を推計しま

した（推計方法の詳細については、35ページを参照）。 

   平成25年以降の社会増（転入者数＞転出者数の状態）のペース、特に平成27年１月以降

の増加の状況から、「みどりの風吹くまちビジョン」の推計時よりも、人口増加の勢いが増

していると考えられます。そこで、本人口ビジョンでは、直近（平成25～27年）の社会増

の動向をより強く反映させて推計しました。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

  

図表33 直近の社会増の動向を反映した総人口の推計結果 

総人口のピーク
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 ⑵ 総人口の推計 

   45年後の平成72年（2060年）における総人口の推計は677,062人となり、平成27年

の総人口と比較すると、約38,000人減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 年齢３区分別による人口の推計 

  ① 年少人口の推移 

    平成72年（2060年）における年少人口（０～14歳）の推計は73,427人となり、平

成27年の年少人口と比較すると、約15,000人減少すると予測されます。 
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図表34 総人口・年齢区分人口の推移 

図表35 年少人口の推移 
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  ② 生産年齢人口の推移 

    平成72年（2060年）における生産年齢人口（15～64歳）の推計は416,675人とな

り、平成27年の生産年齢人口と比較すると、約57,000人減少すると予測されます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  ③ 高齢者人口の推移 

    高齢者人口は増加しますが、平成62年頃をピークに減少に向かいます。平成72年

（2060年）における高齢者人口（65歳以上）は186,960人となり、平成27年の高齢者

人口と比較すると約34,000人増加することが予測されます。 
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図表36 生産年齢人口の推移 
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 ⑷ 地域別人口の推計 

   地域別人口の推計結果を見ると、練馬地域では年少人口と生産年齢人口が今後も増加する

可能性がある一方、大泉地域では３つの年齢区分で人口が減少する可能性があります。石神

井地域と光が丘地域については、区全体の推計とほぼ同じ傾向で、平成37年にピークを迎え、

以降減少に向かいます。 
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図表39 石神井地域の将来人口 
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図表38 練馬地域の将来人口 
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図表40 大泉地域の将来人口 
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(2015) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040) (2045) (2050) (2055) (2060)

年少人口比率 13.9% 13.2% 12.6% 12.1% 11.8% 11.7% 11.8% 11.9% 12.0% 11.9%
生産年齢人口比率 62.4% 62.5% 62.9% 62.1% 59.7% 56.9% 55.4% 55.4% 56.3% 57.4%
高齢者人口比率 23.7% 24.3% 24.5% 25.7% 28.4% 31.4% 32.8% 32.7% 31.7% 30.7%
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図表41 光が丘地域の将来人口 

平成27 平成32 平成37 平成42 平成47 平成52 平成57 平成62 平成67 平成72
(2015) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040) (2045) (2050) (2055) (2060)

年少人口比率 12.8% 12.3% 12.1% 11.8% 11.7% 11.6% 11.5% 11.4% 11.2% 11.1%
生産年齢人口比率 65.9% 65.4% 65.1% 64.6% 63.3% 61.9% 61.4% 61.1% 61.3% 61.4%
高齢者人口比率 21.3% 22.4% 22.8% 23.5% 25.0% 26.5% 27.1% 27.5% 27.5% 27.5%
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 ⑸ 45年後（平成72年）の人口構成 ～過去の人口との比較～ 

   本人口ビジョンでは、45年後の平成72年には総人口は677,062人になると予測されてい

ます。これは、区の平成15～16年当時の総人口に相当する規模です。しかしながら、両者

を年齢３区分別の人口で比較すると、年少人口・生産年齢人口は減少し、その減少分が高齢

者人口の増加分となっています。 

   こうした将来の人口構成の変化を見通して、政策を考える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表42 直近の社会増の動向を反映した総人口の推計結果 

図表43 平成16年と平成72年の人口構成比較 
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１ 都営地下鉄大江戸線延伸による人口の増加 

  区では、「みどりの風吹くまちビジョン」の戦略計画の取組として、都営地下鉄大江戸線の

延伸を掲げ、促進活動を展開しています。 

  大江戸線延伸地域は、鉄道交通が十分でないこともあり、現在、建築されている建物の容積

率は、区内の他の地域と比べると低く、また、土地が空地等になっている率も高い状況にあり

ます（図表44参照）。 

  こうした地域が、大江戸線の延伸により、類似する区内の駅周辺（練馬高野台駅等）と同程

度の土地利用が図られた場合の人口増加について試算を行いました。その結果、延伸地域の人

口は、約2.5万人増加する可能性のあることが分かりました。 

 

 

 ≪試算方法≫ 

  ① 大江戸線延伸地域（図表45参照）を「新駅隣接地域」と「その他の延伸地域」の２区分

に分ける。 

     ● 新駅隣接地域：大泉町１・３丁目、大泉学園町４～７丁目、高松６丁目、 

土支田１・２丁目 

     ● その他の延伸地域：大泉町２・４丁目、大泉学園町1・８・９丁目、 

土支田３・４丁目、三原台２丁目、谷原４・６丁目 

 

  ② 「新駅隣接地域」は図表44の類似駅周辺地域に、「その他の延伸地域」は図表44のそ

の他の地域と同様に土地利用が促進されると仮定する。 

 

  ③ 土地利用の促進により、増加する建築物の延床面積を算定し、延床面積当たりの人口密

度を乗じる（練馬区の土地利用（平成26年３月）のデータを活用）。 

 

  ④ その結果、「新駅隣接地域」は約１.６万人、「その他の延伸地域」は約0.9万人増加し、

合計約２.５万人増加する可能性があると推計した。 
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地 域 
建築物の容積率 

（平均） 
空地等の率 

大江戸線延伸地域※１ 約 097％ 約 17％ 

類似駅周辺地域※２ 約 122％ 約 10％ 

その他の地域※３ 約 116％ 約 12％ 

 

      ※１ ・大江戸線延伸地域：図表 45 のとおり 

      ※２ ・類似駅周辺地域：大江戸線新駅と状況の類似している区内 11 駅（練馬高野台駅等）直近の町丁目 

      ※３ ・その他地域：駅直近以外の町丁目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表44 建築物の容積率および空地等の率 

図表45  大江戸線延伸地域（今回の試算対象区域） 

（出典）練馬区の土地利用（平成 26 年３月）をもとに作成   

（出典）練馬区の土地利用（平成 26 年３月）をもとに作成   
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２ わが国の人口の推移と長期的な見通し（全国） 
  わが国の総人口は、戦後の第１次ベビーブーム（1947～1949年）や第２次ベビーブーム

（1971～1974年）等を経て、一貫して増加傾向でしたが、人口のピークである2008年に

１億2,808万人に達した以降は、減少傾向にあります。 

  国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）｣

（出生中位・死亡中位）によると、平成72年（2060年）の総人口は約8,700万人まで減少す

ると見通されています。 

  まち・ひと・しごと創生本部では、仮に、合計特殊出生率が、平成42年（2030年）に1.8

程度、平成52年（2040年）に2.07程度まで上昇すると、平成72年（2060年）の人口は約

１億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移すると推計しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位（死亡中位）の仮定による。2110～2160年の点線は

2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。 

（注２） 「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口

の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）

となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。 

      

 

  

図表46 わが国の人口の推移と長期的な見通し（全国） 

（出典）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」、まち・ひと・しごと創生本部   
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３ 人口推計手法の比較 

  人口推計で最も目にする機会の多いものが、国立社会保障・人口問題研究所が実施している

推計です。また、平成26年５月に、日本創生会議が「日本の自治体の半数が消滅する」という

予測を発表しました。その予測は、日本創生会議が国立社会保障・人口問題研究所の推計をベ

ースに独自に行った人口推計が根拠となっています。 

  ここでは、①国立社会保障・人口問題研究所の推計、②日本創生会議の行った推計、③区が

「みどりの風吹くまちビジョン」策定にあたって行った推計の3つの推計手法について比較しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
（注） コーホート要因法 

   人口推計手法の１つで、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態（生残）率や移動率など

の仮定値を当てはめて将来人口を計算する方法。 

図表47 人口推計手法の比較 

『日本の地域別将来推計人口
（平成25年3⽉推計）』

『人口再⽣産⼒に着⽬した
市区町村別将来推計人口』

(平成26年5⽉）

『みどりの風吹くまち
ビジョン』の推計
(平成27年3⽉）

国立社会保障・人口問題
研究所（社人研）

日本創成会議 練馬区

平成72年（2060年）
までの５年ごと

平成52年（2040年）
までの５年ごと

平成57年（2045年）
までの１年ごと

住民基本台帳人口
（平成27年１月１日時点）

714,656人（外国人を含む）

将来の
⼦ども⼥性⽐

平成22～26年と平成23～27
年の平均値　※１

将来の
0〜4歳性⽐

平成22～26年と平成23～27
年の平均値

仮
定
値
②

将来の⽣存率
平成22年東京都生命表

仮
定
値
③

将来の
純移動率

原則として、平成17年と平成
22年の国勢調査に基づいて
算出された純移動率が、平
成27年（2015年）から平成32
年（2020年）までに定率で0.5
倍に縮小し、その後はその値
が平成47年（2035年）から平
成52年（2040年）まで一定と
仮定

全国の純移動数が、社人研
の平成22年（2010年）から平
成27年（2015年）までの推計
値から縮小せずに、平成47
年（2035年）から平成52年
（2040年）まで概ね同水準で
推移すると仮定

※　社人研の推計に比べ、将来
の純移動率が縮小しないため、
人口移動による増減が大きくなる

平成22～26年と平成23～27
年の平均値
（外国人については、東日本
大震災による人口減とその後
の戻りを調整）　※２

※１・２ ： 練馬区人口ビジョンの
推計(25～29ページ)では、平成
25～26年と平成26～27年の平
均値を使用

平成22年国勢調査人口
（基準日：平成22年10月１日）

716,124人

人口推計の
名称

実施主体

推計期間

基準人口

推計手法

仮
定
値
①

コーホート要因法（注）

　【必要となる数値】
　①出生に関する仮定値 ＝ 将来の子ども女性比・将来の０～４歳性比
　②死亡に関する仮定値 ＝ 将来の生存率
　③移動に関する仮定値 ＝ 将来の純移動率

『日本の将来推計人口（平成24年１月推計）』から得られる
全国の男女・年齢別生存率を利用

平成22（2010）年の全国の子ども女性比と各市区町村の子
ども女性比との格差（比）をとり、その値が平成27年以降平
成52年まで一定するとして市区町村ごとに設定

『日本の将来推計人口（平成24年１月推計）』により算出さ
れた全国の平成27年以降平成52年までの０～４歳性比を
各年次の仮定値とし、全自治体の０～４歳推計人口に一律
に適応している
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【人口推計結果の比較】 

 ３つの人口推計手法により、それぞれ区の将来人口を推計した結果を比較すると、つぎのよう

になります。 

① 基準人口による推計結果の違い 

  国立社会保障・人口問題研究所および日本創生会議による推計は、国勢調査（平成22年）の

数値を基準人口としています。この年の国勢調査人口が716,124人であるのに対し、住民基本

台帳人口は706,449人（外国人を含む。）と、約１万人の差があります。これに対して、「み

どりの風吹くまちビジョン」の推計は、平成27年１月１日の住民基本台帳人口を基準人口とし

ているため、推計結果に違いが生じています。 

② 平成27年人口の比較 

  平成27年１月１日の区の住民基本台帳人口は、714,656人です。国立社会保障・人口問題

研究所および日本創生会議の推計値は743,083人と、実績値と大きく乖離しています。①の基

準人口による１万人の差を考慮しても、約２万人の差があります。 
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743,083

752,621 753,911 748,389

736,982

720,768

700,178

674,148

641,109

602,040

716,124

743,083
758,213

766,967 770,021 767,642
759,489

706,449
714,656 718,970 717,215

710,489
702,275

693,401
683,370

671,688
657,828

642,068

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

800,000

平成22
(2010)

平成27
(2015)

平成32
(2020)

平成37
(2025)

平成42
(2030)

平成47
(2035)

平成52
(2040)

平成57
(2045)

平成62
(2050)

平成67
(2055)

平成72
(2060)

総人口（人）

国立社会保障・人口問題研究所の手法による推計

日本創生会議の手法による推計

『みどりの風吹くまちビジョン』の推計

図表48 仮定値を用いた推計総人口の比較（推計パターン別） 
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